




Trends of Regulations about Rural-Homestays  




2010 年 9 月 10 日、民主党政権下で閣議決定された「新成長戦略に向けた 3 段構えの経済
対策」を受け、子ども限定の「教育民泊ガイドライン」が 3 県で、大人も含めた「一般民泊




いて考察し、その後 19 府県まで増えた「民泊ガイドライン」の方向性を展望した。 
キーワード:民泊ガイドライン、教育旅行、旅館業法、季節営業許可 
Abstract 
On September 10th 2010, the Democratic Party of Japan made a cabinet decision on the 
policy "Three-Step Economic Measures for the Realization of the New Growth Strategy". 
In response, three prefectures formulated a "Guideline of Educational Rural-Homestays" 
and one other prefecture formulated a "Guideline of General Rural-Homestays". Since 
then, the total number of prefectures which has written a guideline of rural-homestays 
rose to 16. One of those prefectures called Ehime wrote a guideline that permitted 
accommodation business without a license for three years. Another prefecture called Oita 
worked out new way which enabled business to split seasonal licenses. This paper 
discusses the effect of the different policy approaches of Oita and Ehime, and examines 
how changes in national government budget screening process in 2009 effected all over 
Japan, and finally surveys all 19 prefectures’ guidelines for rural-homestays until the end 










2009 年 9 月 16 日の鳩山由紀夫内閣から始まり 2012 年 12 月 26 日に野田佳彦内閣で終わった民主
党政権（註 1）時代 3 年 3 ヶ月の期間において、グリーンツーリズム（註 2）活動として取り組まれ
る「農山漁村民泊」の制度面で 3 点の特筆すべき動きが見られた。 
第 1 は、2010 年 9 月 10 日の閣議決定「新成長戦略実現に向けた 3 段構えの経済対策」の中で〈観
光振興をはじめとした地域活性化〉に関する措置が指示された結果、食品衛生法に関して 2010 年 11
月 15 日「共同調理は許可不要」、旅館業法に関して 2011 年 2 月 24 日「無償宿泊は法適用外」との
解釈を厚生労働省が明文化した点である。中尾〔2〕は 2009 年 7 月時点の状況として旅館業法の営
業許可を取得せず教育旅行等を受け入れる「民泊ガイドライン」策定 12 県を整理したが、上記 2010
年度に示された一連の解釈を受け、2011 年度内に広島・和歌山・愛媛・宮崎の 4 県で民泊ガイドラ
インが新たに策定され、合計 16 県となった。特に、愛媛県は民泊ガイドラインに基づく受入可能期
間を「最初の受入から 3 年以内」と区切る、全国的にも初の方式を採用したことが大きな特徴である。 
第 2 に、政権交代と直接の関係はないが、この期間に起こった安心院町（あじむまち）での「農村
民泊」を巡る大分県の新方針である。上記の民泊ガイドライン策定県でない大分における民泊は、旅
館業法の営業許可を取得した上で行われている（註 3）。安心院町は 2005 年 3 月 31 日に合併して宇
佐市となったが、2004 年 11 月に特定非営利活動法人の認証を受けた「安心院町グリーンツーリズム








刷新会議の事業仕分け」である。文部科学省・農林水産省・総務省が 2008 年度から 5 年間、学校側
の推進費と農山漁村側の受入体制整備費を助成し、全国 2 万 3000 校の小学 5 年生 120 万人を農山漁
村で一週間程度宿泊体験活動させることを目指していた事業だが、2009 年 11 月 11 日に文部科学省
「農山漁村におけるふるさと生活体験推進」が“国として事業を行わない”、翌 12 日には農林水産省
「子ども農山漁村交流プロジェクト対策交付金」が“予算要求の縮減”と評決された。その後、文部
















2010 年 6 月 8 日から菅直人内閣となった民主党政権は、9 月 10 日に前述の閣議決定を行った。農
山漁村民泊に関係する具体的な内容は第 1 表の通りである。鳩山内閣は任期途中での退陣であったた
め、9 月 14 日には民主党代表選を直前に控えていた。このタイミングでの閣議決定が代表選対策で
あったことは明らかである。 
第 1表 新成長戦略実現に向けた 3段構えの経済対策〈観光振興をはじめとした地域活性化〉 
















2011 年 2 月 24 日 

































2010 年 11 月 15 日 





























県で、更に 2012～14 年度は各 1 府県で、それぞれ新しく民泊ガイドラインが策定され、北から南へ
並べると第 2 表の通り計 19 府県となった。中尾〔2〕は上記の通知、特に旅館業法に関する解釈明確
化により民泊ガイドライン策定は抑制されると予想したが、実際は逆に加速させる結果となった。 






















































































































































































































































































































































そもそも「農林漁家民宿に関する規制緩和」は、2002 年 10 月 11 日に自民党の小泉純一郎内閣総
理大臣を本部長とする「構造改革特区推進本部」が決定した「構造改革特区推進のためのプログラム」
別表 2 全国において実施する規制改革事項 937 番「農林漁家が民宿を行う場合の旅館業法上の面積要
件の撤廃」への記載から翌 2003 年度に全国適用された。つまり、2010 年度に菅内閣が閣議決定した
経済対策は「農林漁家民宿に関する規制緩和」第二弾と捉えることができる。 
年度順で策定県数を見ると第 3 表のようになっている。2009～2010 年度の 2 年間は新規ガイドラ







ム（註 6）」への情報登録まで踏み込んでいる（註 7）。 
なお、民泊ガイドライン策定 19 府県のうち、鳥取・

















2003  3（鳥取・宮城・新潟） 3
2004  3（秋田・島根・岩手） 6
2005  1（高知） 7
2006  1（山形） 8
2007  1（徳島） 9
2008  3（山口・鹿児島・山梨） 12
2009  0 12
2010  0 12
2011  4（和歌山・広島・愛媛・宮崎） 16
2012  1（埼玉） 17
2013  1（滋賀） 18






















を実施する場合、旅館業法施行規則 5条 1項 4号の特例を適用して簡易宿所営業の許可を取得した「規
制緩和利用小規模農林漁家民宿」で正式な宿泊料金を受け取ることになる。 





1 図）し、2011 年 1 月 12 日には行政処分（文書での厳
重注意）が下された。そこで、研究会は宇佐市とも協議
した結果、旅館業法施行規則 5 条 1 項 4 号の特例を適用
した「通年営業」の許可でなく、旅館業法施行規則 5 条















得が可能となる）を適用した場合でも、許可申請時に最低限 2 万 2000 円（註 18）の収入印紙が必要
となる。例えば数回だけ試行的に民泊を受け入れる場合、最初から 2 万円以上を支払って正式に通年
営業の許可申請することを躊躇するのは止むを得ないかも知れない。 
それに対して、季節営業の許可申請は大分県であれば 4 ヶ月 7000 円の収入印紙で済む。仮に 3 年
間だけ受入を行った後は継続しない場合、7000 円×3 年＝計 2 万 1000 円となり、最初から通年営業
2 万 2000 円で取得するより割安である。この季節営業は制度としては存在していたが、近年あまり
グリーンツーリズム関係で着目されることは多くなかった。 
しかし、安心院が選択した今回の対応を踏まえて、2012 年 3 月 22 日に大分県（企画振興部の観光･
地域局および生活環境部の食品安全･衛生課）は「グリーンツーリズムにかかる農林漁業体験民宿業
開業の手引き」の中に季節営業の許可取得を行い易くする「グリーンツーリズムインターン制」を盛
り込んだ。これは、通常の季節営業が連続した 4 ヶ月（例えば 6～9 月）でなければ申請できないの


































民泊」の 2 つに分類できるが、2011 年度までの策定 16 県（前者が可能な教育民泊ガイドライン策定
10 県および一般民泊ガイドライン策定 6 県）と人口増減率（2011～2012 年の 10 月 1 日推計人口差）


















則 5 条 1 項 1 号）の営業許可申請に必要な収入印紙の額等を規定する各県の条例整備である。 
大分県で許可申請する場合は収入印紙 7000 円で 4 ヶ月未満の季節営業が可能となることは既述し
た通りだが、この金額と期間は「大分県使用料及び手数料条例」で以前から決められていた（註 20）。
この規定が示されている条例は県によって異なり、例えば京都府の収入印紙 8600 円 6 ヶ月は「京都


















を調べた研究は存在しないし、厚生労働省も季節営業を含めた旅館業法施行規則 5 条 1 項の各号特例
適用数を集計していない（註 24）ので、この点は今後の課題である。 











































































































































（註 5）旅館業法 3条 1項および同法 9条の 2により、都道府県の所管する保健所が窓口となる。ただし、政令指






（註 8）山梨県観光部観光振興課グリーンツーリズム担当から 2015 年 3 月 18 日に確認。 
（註 9）鳥取県文化観光局観光政策課グリーンツーリズム担当から 2015 年 3 月 18 日に確認。 
（註10）高知県観光振興部地域観光課グリーンツーリズム担当から2013年 3月 12日と 2015年 3月 18日に確認。 
（註 11）岩手県農林水産部農業振興課グリーンツーリズム担当から 2015 年 3 月 18 日に確認。 
（註 12）宮崎県農林水産部地域農業推進課グリーンツーリズム担当から 2015 年 3 月 18 日に確認。 
（註 13）島根県地域振興部しまね暮らし推進課グリーンツーリズム担当から 2015 年 3 月 18 日に確認。 
（註 14）県域全体をカバーする「しまね田舎ツーリズム推進協議会」に加入すれば通年営業できる状態に事実上
なっている。県として旅館賠償責任保険相当の独自制度を開発し、2012 年 1 月 1日から運用している。 
（註 15）2007 年 1月 20 日「ＪＴＢ交流文化賞」特別賞、2007 年 3月 13 日「地域づくり総務大臣表彰」地域振興
部門、2011 年 2 月 25 日「地域再生大賞」九州･沖縄ブロック賞、2012 年 12 月 5 日に「毎日新聞グリーンツー
リズム大賞」特別賞ほか、数多くの受賞歴がある。 
（註 16）旅館業法施行規則 5 条 1 項 4 号の特例が適用可能となったのは 2003 年 4 月 1 日からであるが、その 1
年前 2002 年 4 月 1日から大分県では「客室延床面積 33 平米」に少しだけ足りなくても簡易宿所営業の許可が
取得できるという運用面での独自緩和が先行していた。 
（註 17）キヤンプ場、スキー場、海水浴場等において特定の季節に限り営業する施設。 












得し、松浦市・平戸市・小値賀町を中心とする県北地域で 160 校 2 万 8000 人の「体験民泊型修学旅行」を受
け入れる規模にまで達している。 
（註 20）1956 年 3 月 30 日 大分県条例 27 号の別表 3 旅館業許可事務の備考欄に「季節的又は一時的営業で営業
期間が 4ヶ月未満の場合にあつては 2万 2000 円に三分の一を乗じて得た金額で 1000 円未満の端数が生じたと
きは切り捨てる」と定められている。 
（註 21）1948 年 11 月 1 日 京都府条例 49 号 6 条(1) アに「季節的に利用され営業期間が 6 ヵ月以内である旅館
業に係るもの 1件につき 8600 円」と定められている。 
（註 22）2000 年 3 月 23 日 大分県条例 9号。 
（註 23）1957 年 11 月 1 日 大分県条例 57 号。 
（註 24）厚生労働省健康局生活衛生課の旅館業法担当から 2009 年 7 月 15 日に確認。 
（註 25）日本修学旅行協会〔4〕全国の中学 1万 657 校を対象に実施した 2011 年度の修学旅行に関する調査で、







〔4〕日本修学旅行協会「国内修学旅行の実態とまとめ(中学校)」『データブック 2012 教育旅行年報』p19 
〔5〕西日本新聞 2010 年 12 月 28日 
〔6〕総務省「都道府県別人口増減率」『人口推計（2012 年 10 月 1日現在）』 
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